
○北上市社会福祉法人利用者負担軽減制度事業補助金交付要綱 

平成12年８月１日 

告示第89号 

改正 平成15年３月31日告示第29号 

平成17年10月31日告示第66号 

（題名改称） 

平成19年３月29日告示第15号 

平成24年11月１日告示甲第35号 

平成25年11月18日告示甲第56号 

平成26年５月23日告示甲第27号 

平成27年３月31日告示甲第８号 

平成27年６月11日告示甲第25号 

平成27年12月28日告示甲第45号 

平成28年９月16日告示甲第41号 

平成29年３月31日告示甲第13号 

（目的） 

第１ この告示は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）に規定

する介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人（利用者負担の軽減実施について、

岩手県及び北上市に申出している社会福祉法人に限る。以下「法人」という。）が

低所得者への支援策として生計が困難な者を対象として介護保険サービスに係る保

険給付の対象となる介護費負担並びに保険給付の対象とならない食費負担及び居住

費負担の軽減を実施した場合に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付す

ることについて、北上市補助金交付規則（平成３年北上市規則第57号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

（平17告示66・平24告示甲35・一部改正） 

（対象者） 

第２ この事業の対象者は、生活保護受給者及び市町村民税非課税世帯のうち次の要

件の全てを満たす者とする。 

(１) 前年度年間収入が単身世帯で150万円以下とし、世帯員が１人増えるごとに50

万円を加算した額以下であること。 

(２) 預貯金等の額が単身世帯で350万円以下とし、世帯員が１人増えるごとに100



万円を加算した額以下であること。 

(３) 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないと、市長が認定した者で

あること。 

(４) 負担能力のある親族等に扶養されていないと、市長が認定した者であること。 

(５) 介護保険料を滞納していないこと。 

（平17告示66・全改、平24告示甲35・一部改正） 

（補助対象利用者負担及び軽減額） 

第３ 法人が介護保険サービスの軽減を行った場合に、補助対象となる利用者負担は、

次のとおりとする。ただし、介護保険法施行法（平成９年法律第124号）第13条第１

項に規定する旧措置入所者で利用者負担割合が５パーセント以下の者については、

ユニット型個室の居住費の利用者負担額のみ軽減対象とし、生活保護受給者につい

ては、個室の居住費及び滞在費に係る利用者負担額について軽減の対象とする。 

(１) 法第８条第２項に規定する訪問介護 介護費負担 

(２) 法第８条第７項に規定する通所介護 介護費負担及び食費負担 

(３) 法第８条第９項に規定する短期入所生活介護 介護費負担、食費負担及び滞

在費負担 

(４) 法第８条第15項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護 介護費負担 

(５) 法第８条第16項に規定する夜間対応型訪問介護 介護費負担 

(６) 法第８条第17項に規定する地域密着型通所介護 介護費負担及び食費負担 

(７) 法第８条第18項に規定する認知症対応型通所介護 介護費負担及び食費負担 

(８) 法第８条第19項に規定する小規模多機能型居宅介護 介護費負担、食費負担

及び宿泊費負担 

(９) 法第８条第22項に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 介

護費負担、食費負担及び居住費負担 

(10) 法第８条第23項に規定する複合型サービス 介護費負担、食費負担及び滞在

費負担 

(11) 法第８条第27項に規定する介護福祉施設サービス 介護費負担、食費負担及

び居住費負担（旧措置入所者については、食費負担及び居住費負担） 

(12) 法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号訪問事業のうち介護予防訪

問介護に相当する事業 介護費負担 

(13) 法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業のうち介護予防通



所介護に相当する事業 介護費負担及び食費負担 

(14) 法第８条の２第７項に規定する介護予防短期入所生活介護 介護費負担、食

費負担及び滞在費負担 

(15) 法第８条の２第13項に規定する介護予防認知症対応型通所介護 介護費負担

及び食費負担 

(16) 法第８条の２第14項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護 介護費負

担、食費負担及び宿泊費負担 

２ 前項第３号、第９号、第11号又は第14号に規定する食費、居住費及び滞在費に係

る利用者負担については、法第51条の３に規定する特定入所者介護サービス費又は

法第61条の３に規定する特定入所者介護予防サービス費が支給されている場合に限

り対象とする。 

３ 補助対象となる軽減額は、第１項に係る利用者負担額の４分の１（老齢福祉年金

受給者は利用者負担額の２分の１）に相当する額を限度とする。ただし、生活保護

受給者については、利用者負担額の全額とする。 

（平17告示66・全改、平19告示15・平24告示甲35・平27告示甲８・平27告示甲

25・平28告示甲41・平29告示甲13・一部改正） 

（軽減の実施に係る手続） 

第４ 法人による利用者負担（介護費負担、食費負担及び居住費負担の総額をいう。）

の軽減の実施に係る事務処理は、次のとおりとする。 

(１) 軽減を実施しようとする法人（以下「実施法人」という。）は、生計困難者

に対する軽減制度に係る法人としての実施意向等届出書（様式第１号）及び社会

福祉法人による利用者負担軽減（生計困難者に対する軽減）制度候補者名簿（様

式第２号）を作成し、市長に届け出るものとする。 

(２) 法人による利用者負担の軽減を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、社会福祉法人利用者負担軽減対象確認申請書（様式第３号）を作成し、収入

等申告書（様式第４号）を添付して市長に申請するものとする。 

(３) 市長は、前号の申請があったときは、申請内容等を審査する。この場合にお

いて、市長は、申請者に対し、必要な市町村民税の課税状況等を証明する書類の

添付を求めることができる。 

(４) 市長は、前号の審査により、第２に規定する対象者と認めたときは、社会福

祉法人利用者負担軽減対象確認通知書（様式第５号）により申請者に通知するも



のとする。 

(５) 市長は、実施法人に対し、前号の対象者を登録した社会福祉法人による利用

者負担軽減（生計困難者に対する軽減）制度確認者名簿（様式第６号）を送付す

るものとする。 

(６) 実施法人は、毎月の利用者負担軽減実施状況を次の様式により翌月の20日ま

でに市長に報告するものとする。 

ア 社会福祉法人による利用者負担軽減実施状況総括表（様式第７号） 

イ 社会福祉法人による利用者負担軽減（生計困難者に対する軽減）実施管理個

表（様式第８号） 

（平17告示66・全改、平24告示甲35・一部改正） 

（補助金の額） 

第５ 補助金の額は、次のとおりとする。 

(１) 第３第１項第１号から第８号まで、第10号及び第12号から第16号までに規定

する介護保険サービス 利用者負担を軽減した総額から実施法人が本来受領すべ

き利用者負担収入の総額の１パーセントに相当する額を控除した額の２分の１と

する。 

(２) 第３第１項第９号及び第11号に規定する介護保険サービス 利用者負担を軽

減した総額が、実施法人が本来受領すべき利用者負担収入の総額の10パーセント

以下の場合は、利用者負担を軽減した総額から本来受領すべき利用者負担収入の

総額の１パーセントに相当する額を控除した額の２分の１とし、利用者負担を軽

減した総額が、実施法人が本来受領すべき利用者負担収入の総額の10パーセント

を超える場合は、利用者負担を軽減した総額から本来受領すべき利用者負担収入

の総額の5.5パーセントに相当する額を控除した額とする。 

（平17告示66・全改、平19告示15・平24告示甲35・平27告示甲25・平28告示甲

41・一部改正） 

（補助金の交付申請） 

第６ 実施法人は、毎年度末日までに市長に補助金の交付申請をするものとする。 

（生活扶助基準見直しに伴う特例措置） 

第７ 平成25年８月１日から適用された生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止

された者であって、廃止時点においてこの事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予

防）サービス費の支給による居住費の利用者負担がなかったもののうち、引き続き



軽減対象者に該当するものの軽減額は、居住費及び滞在費に係る利用者負担につい

ては全額とし、それ以外に係る利用者負担については４分の１（老齢福祉年金受給

者は、２分の１とする。）を限度とする。 

２ 平成26年４月１日から適用された生活扶助基準の改正に伴い生活保護が廃止され

た者であって、廃止時点においてこの事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）

サービス費の支給による居住費の利用者負担がなかったもののうち、引き続き軽減

対象者に該当するものの軽減額は、居住費及び滞在費に係る利用者負担については

全額とし、それ以外に係る利用者負担については４分の１（老齢福祉年金受給者は、

２分の１とする。）を限度とする。 

３ 平成27年４月１日から適用された生活扶助基準の改正に伴い生活保護が廃止され

た者であって、廃止時点においてこの事業に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）

サービス費の支給による居住費の利用者負担がなかったもののうち、引き続き軽減

対象者に該当するものの軽減額は、居住費及び滞在費に係る利用者負担については

全額とし、それ以外に係る利用者負担については４分の１（老齢福祉年金受給者は、

２分の１とする。）を限度とする。 

（平25告示甲56・追加、平26告示甲27・平27告示甲25・一部改正） 

制定文 抄 

平成12年４月１日から適用する。 

改正文（平成15年告示第29号）抄 

平成15年４月１日から施行する。 

改正文（平成17年告示第66号）抄 

平成17年10月１日から適用する。ただし、この告示の適用の際、現にこの告示によ

る改正前の規定により対象者と決定した者は、この告示第４第４号の規定に基づく対

象者とみなす。 

改正文（平成19年告示第15号）抄 

平成19年４月１日から施行する。 

改正文（平成27年告示甲第８号）抄 

平成27年４月１日から施行する。 

改正文（平成27年告示甲第25号）抄 

平成27年４月１日から適用する。 

改正文（平成27年告示甲第45号）抄 



平成28年１月１日から施行する。 

改正文（平成29年告示甲第13号）抄 

平成29年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４関係） 

（平19告示15・全改） 

様式第２号（第４関係） 

（平19告示15・全改、平24告示甲35・一部改正） 

様式第３号（第４関係） 

（平17告示66・全改、平24告示甲35・平27告示甲45・一部改正） 

様式第４号（第４関係） 

（平17告示66・全改） 

様式第５号（第４関係） 

（平17告示66・全改） 

様式第６号（第４関係） 

（平19告示15・全改） 

様式第７号（第４関係） 

（平19告示15・全改） 

様式第８号（第４関係） 

（平19告示15・全改） 

 


